
総合戦略改訂の背景と目的

〇令和４年(2022年)12月、国は、第２期「まち・ひと・
しごと創生総合戦略」を「デジタル田園都市国家構想総
合戦略」へ改訂しました。

＜国総合戦略改訂概要＞

〇これを受けて、本県は総合戦略としての取組みを加速
化・深化させるため、今般「第２期熊本県まち・ひと・
しごと創生総合戦略」に、デジタル関連の取組み等を中
心に追加し、「令和５年(2023年)●月改訂版」として改
訂するものです。

総合戦略改訂のポイント

POINT１➢ これまで県の総合戦略と、県情報化推進計画のもとで進めてきた
デジタル活用の方向性を踏まえ、４つの柱は変えず、各取組みの
継続性を担保。次期戦略策定までの間、効力を延長。

POINT２➢ 県総合戦略としての取組みを加速化・深化させるため、デジタル
の力を活用した取組みとデジタル実装基礎条件整備に係る取組み
及びKPIを一部追加

POINT３➢ 本県へのTSMC進出を契機とした取組みについて追記

第２期熊本県まち・ひと・しごと創生総合戦略（令和５年(2023年)●月改訂版）について

４つの柱はそのまま

デジタルの力を活用した取組み及びデジタル実装基礎
条件整備に係る取組み追加

＜産業関係＞
産学官が連携した県内におけるＤＸ機運の醸成

・企業現場等における基礎的知識の習得やリカレント教育、
データサイエンス教育等を通じた人材の育成
【デジタル実装基礎条件整備】

＜住民サービス関係＞
県における携帯電話エリアの不感地域や超高速ブロードバンド
未整備地域の解消【デジタル実装基礎条件整備】
申請や処分通知等に係る行政手続のオンライン化推進
マイナンバーカードの取得促進・利用促進【デジタル実装基礎条件整備】
サイバー犯罪・トラブル防止、セキュリティ意識向上に資する
講習等広報啓発活動の推進

＜行政関係、その他＞
行政データのオープン化、データ連携基盤の構築、
行政や民間の幅広いデータが流通・連携できる環境の整備
【デジタル実装基礎条件整備】

・複雑な操作を要しない利用しやすいサービスの提供や利用者へのサポート
などのデジタルデバイド対策【デジタル実装基礎条件整備】
市町村の行政手続のオンライン化、システムの標準化・共通化の支援
公共施設台帳、地形等のデータ、浸水想定区域図等の電子化及び
クラウドによる一元管理化
SNS広告の活用等に関する助言を行う「デジタルプロモーション
アドバイザー」の導入

次期総合戦略が策定されるまでの間
効力を延長

本県へのTSMC進出を契機とした取組みについて
（令和５年(2023年)●月追記）
※課題ごとに取組みの方向性等について追記


